
JP 4057524 B2 2008.3.5

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波を用いて診断対象生体組織の少なくとも弾性を局所的微小領域を単位として計測
し、断層像を表示可能な超音波診断システムであって、
　少なくとも、既知の生体組織の種類である脂肪領域、血栓領域、弾性線維、膠原線維、
石灰化領域ごとの弾性データであって、種類ごとの局所的微小領域単位での弾性率頻度ヒ
ストグラムからなる弾性データを管理するデータライブラリと、
　少なくとも、前記計測の結果である弾性データについて、前記既知の生体組織の種類ご
との弾性データを用いて、前記診断対象生体組織の種類を前記局所的微小領域単位に同定
する組織同定処理部とを備えている
　ことを特徴とする超音波診断システム。
【請求項２】
　当該超音波診断システムは、更に、
　前記診断対象生体組織の計測部位に振動を励振する励振手段を備え、
　前記データライブラリは、更に、既知の生体組織の種類である脂肪領域、血栓領域、弾
性線維、膠原線維、石灰化領域ごとの粘性データであって、種類ごとの前記局所的微小領
域単位での粘性率頻度ヒストグラムからなる粘性データを管理し、
　前記組織同定処理部は、励振された前記診断対象生体組織についての前記計測の結果で
ある弾性データおよび粘性データについて、前記既知の生体組織の種類ごとの弾性データ
および粘性データを用いて、前記診断対象生体組織の種類を同定する
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　ことを特徴とする請求の範囲第１項に記載の超音波診断システム。
【請求項３】
　前記データライブラリは、ずり弾性率とずり粘性率とを軸とする２次元平面上に、前記
既知の生体組織の種類をその種類ごとにマッピングする
　ことを特徴とする請求の範囲第２項に記載の超音波診断システム。
【請求項４】
　前記診断対象生体組織は、心臓、血管等の生体組織である
　ことを特徴とする請求の範囲第１項または第２項に記載の超音波診断システム。
【請求項５】
　前記診断対象生体組織の弾性を計測する単位である前記局所的微小領域は、数十から数
百ミクロン四方のサイズである
　ことを特徴とする請求の範囲第１項または第２項に記載の超音波診断システム。
【請求項６】
　前記組織同定処理部は、前記計測の結果である前記局所的微小領域単位の弾性データご
とに、前記データライブラリから取り出した前記既知の生体組織の各種類の弾性データを
参照し、距離がもっとも小さい前記既知の生体組織の種類を求める同定処理手段を有する
　ことを特徴とする請求の範囲第１項または第２項に記載の超音波診断システム。
【請求項７】
　前記同定処理手段は、前記データライブラリから取り出した前記既知の生体組織の各種
類の弾性データのヒストグラムからそれぞれの弾性率の平均値と分散を求め、それらにベ
イズ決定法を適用して同定処理するものである
　ことを特徴とする請求の範囲第６項に記載の超音波診断システム。
【請求項８】
　前記組織同定処理部は、前記局所的微小領域を単位として同定された前記診断対象生体
組織の種類を色で識別可能にした電子的染色像を作成する電子的染色像作成手段を有する
　ことを特徴とする請求の範囲第１項または第２項に記載の超音波診断システム。
【発明の詳細な説明】
技術分野
　本発明は、超音波診断システムに関し、特に、超音波を用いて、生体組織の病変を、非
侵襲的計測によって診断する超音波診断システムであって、特に血管内の粥腫（アテロー
ム）のような局所的病変の診断に有用な、脂肪領域や血栓領域、弾性線維、膠原線維、石
灰化領域などの組織の種類を識別して、画像表示可能にする超音波診断システムに関する
。
背景技術
　心筋梗塞、狭心症、脳梗塞などは、これまでこれら臓器を灌流する血管の狭窄病変の進
行によると考えられてきたが、むしろ血壁病たる粥種（アテローム）の易破裂性が問題で
あることが明らかになってきている。実際、世界中で使用されている高脂血症薬の臨床的
検討から、血管の狭窄の程度がほとんど変化しないにもかかわらず、生存率の向上や心筋
梗塞の予防に劇的な効果が生じており、これは、これらの薬剤がアテロームを組織的に安
定化するためであると考えられている。このようなことを含めて、アテロームの破れやす
さ（易破裂性）を調べる方法が求められてきたが、Ｘ線ＣＴ、ＭＲＩ、血管造影などの従
来法では、それは不可能であった。
　例えば血管病変の高精度計測の面から見ると、従来の心エコーＭモード法では、その解
像力は精々１ｍｍ程度に過ぎない。同様に従来のドプラ法により大動脈の振動を変位速度
として求めると、理論的には精度上の条件を満たすが、実際には血管の拍動が大きく影響
し、この相対的大振幅に重畳した形の微小な振動を抽出することは困難である。そこで、
本発明者を含む研究者らは、先に、このような拍動する心臓や大血管上の微細な振動を超
音波により遠隔計測して、任意の局所の血管壁の弾性率を算出できる位相差トラッキング
法を開発し、アテロームの中味の破れやすさを精密に診断することを可能にした（参考文
献１～５参照）。
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　以下に、参考文献を示す。
１．Kanai H, Hasegawa H, Chubachi N, Koiwa Y, Tanaka M．
　　Noninvasive evaluation of local myocardial thickness in heart wall
　　and its color coding.
　　IEEE transaction UFFC.1997;44:752-768
２．Hasegawa H, Kanai H,Hoshimiya N,Chubachi N,Koiwa Y.
　　Accuracy evaluation in the measurement of a small change in the
　　thickness of arterial walls and the measurement of elasticity of the　　huma
n calotid artery.
　　Jpn J Appl Phys 1998 ;37:3101-3105
３．Kanai H,Koiwa Y,J.Zhang
　　Real-time measurements of local myocardium motion and arterial wall　　 thic
kening.
　　IEEE-transaction UFFC.1999;46:1229-1241
４．特開平10－5226号公報
５．特開平12－229078号公報
　次に、この位相差トラッキング法の概略を説明する。位相差トラッキング法は、心臓壁
・血管壁の微細な振動速度を測定する新しい生体計測法であり、５００Ｈｚ以下、０．０
１ｍｍレベルの振動、また、壁の１０ミクロンレベルの変化などを精度よく測定しうるも
のである。この方法によると、たとえば動脈血管の壁内層間あるいは壁上に置いた複数の
測定点の微小速度を超音波ドプラ法により求め、それら各測定点での微小速度を時間積分
することにより各測定点の時間的な位置変化を算出する。各測定点の時間的な位置変化か
ら層の厚み変化が分かるので、層の弾性率が求まり、これから破れやすさを推測すること
ができる。
　実際には、第１７図に示すように、超音波ビーム９１上の動脈壁内測定点を（ｉ）、そ
の次の深さに設定した測定点を（ｉ＋１）に設定し、それぞれの測定点について微小振動
速度ｖi （ｔ）とｖi+1 （ｔ）とを求め、それらの微小振動速度の差を時間積分すること
で、動脈壁内の測定点（ｉ）と（ｉ＋１）に挟まれる層の厚み変化Δｈ（ｔ）を求める。
なお、９２はプラークである。
　　　　　　　　　ｔ
　　Δｈ（ｔ）＝　∫｛ｖi（ｔ）－ｖi+1（ｔ）｝ｄｔ
　　　　　　　　－∞
　これを壁内各層ごとに弾性値にするには、最も簡単な方法としては、壁厚が厚くなる最
低血圧の時点での壁厚をｈｄ、厚み変化をΔｈとし、上腕動脈でのカフ圧での脈圧をΔＰ
として、壁弾性率を各層ごとに以下の如く測定する。
　血管内膜面から外膜側への各層毎の厚さ変化（Δｈ）から、血管壁粥腫内各微小部分（
ｎ）ごとの弾性値（Ｅｎ）を、次式により求める。
　Ｅｎ＝（ΔＰ／（Δｈ／ｈｄ）ｎ）
　この位相差トラッキング法により、超音波ビーム上で約０．７５ｍｍ～０．０７５ｍｍ
毎の血管壁内の深さ方向での層別弾性値が計測できるようになり、弾性値に基づく断層像
を表示することが可能となった。
　位相差トラッキング法を用いた臨床診断において、血管壁の各層毎の弾性値を調べると
、正常者では１００～２Ｍｐａの範囲にあった。しかし粥腫の存在例では、弾性値の分布
は一様ではなく、基本的には血栓の内部に物性的に柔らかいものが存在し、これが硬い性
質のものに被われていることが分かっていた。しかも粥腫の断層像には様々なパターンが
存在し、硬い表層の被膜に連続性が無く非常に柔らかい物質が血管内腔に露出しているも
のや、表面をほぼ完全に弾性値の大きな物質が被っているものなどがあり、粥腫内の弾性
値は０～４Ｍｐａの範囲に分布していた。また摘出血管での脂肪層、膠原線維と位相差ト
ラッキング法での弾性値との対応の検討結果により、非観血的に得られる粥腫などの弾性
値の断層像から、粥腫を被っている膠原線維という組織的なイメージを分離して表示でき
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る可能性が示されていた。
　本発明の目的は、血管病変などの生体組織の超音波診断システムにおいて、断層像に表
示される情報を詳細化し、脂肪領域や血栓領域、弾性線維、膠原線維、石灰化領域などの
生体組織の種類を識別可能にすることにある。
　また、本発明の他の目的は、血管病変などの生体組織の超音波診断システムにおいて、
ずり弾性率およびずり粘性率を用いて、脂肪領域や血栓領域、弾性線維、膠原線維、石灰
化領域などの生体組織の種類を識別可能にすることにある。
発明の開示
　本発明の超音波診断システムは、以下の構成により実現されることができる。
　本発明の超音波診断システムは、超音波を用いて診断対象生体組織の少なくとも弾性を
局所的微小領域を単位として計測し、断層像を表示可能な超音波診断システムであって、
少なくとも、既知の生体組織の種類である脂肪領域、血栓領域、弾性線維、膠原線維、石
灰化領域ごとの弾性データであって、種類ごとの局所的微小領域単位での弾性率頻度ヒス
トグラムからなる弾性データを管理するデータライブラリと、少なくとも、計測の結果で
ある弾性データについて、既知の生体組織の種類ごとの弾性データを用いて、診断対象生
体組織の種類を局所的微小領域単位に同定する組織同定処理部とを備えている。
　また、好ましくは、当該超音波診断システムは、更に、診断対象生体組織の計測部位に
振動を励振する励振手段を備え、データライブラリは、更に、既知の生体組織の種類であ
る脂肪領域、血栓領域、弾性線維、膠原線維、石灰化領域ごとの粘性データであって、種
類ごとの局所的微小領域単位での粘性率頻度ヒストグラムからなる粘性データを管理し、
組織同定処理部は、励振された診断対象生体組織についての計測の結果である弾性データ
および粘性データについて、既知の生体組織の種類ごとの弾性データおよび粘性データを
用いて、診断対象生体組織の種類を同定する。
　また、好ましくは、本発明の超音波診断システムにおいて、データライブラリは、ずり
弾性率とずり粘性率とを軸とする２次元平面上に、既知の生体組織の種類をその種類ごと
にマッピングする。
　また、好ましくは、本発明の超音波診断システムにおいて、診断対象生体組織は、心臓
、血管等の生体組織である。
　また、好ましくは、本発明の超音波診断システムにおいて、診断対象生体組織の弾性を
計測する単位である局所的微小領域は、数十から数百ミクロン四方のサイズである。
　また、好ましくは、本発明の超音波診断システムにおいて、組織同定処理部は、計測の
結果である局所的微小領域単位の弾性データごとに、データライブラリから取り出した既
知の生体組織の各種類の弾性データを参照し、距離がもっとも小さい既知の生体組織の種
類を求める同定処理手段を有する。
　また、好ましくは、本発明の超音波診断システムにおいて、同定処理手段は、データラ
イブラリから取り出した既知の生体組織の各種類の弾性データのヒストグラムからそれぞ
れの弾性率の平均値と分散を求め、それらにベイズ決定法を適用して同定処理するもので
ある。
　また、好ましくは、本発明の超音波診断システムにおいて、組織同定処理部は、局所的
微小領域を単位として同定された診断対象生体組織の種類を色で識別可能にした電子的染
色像を作成する電子的染色像作成手段を有する。
発明を実施するための最良の形態
　〔第１の実施の形態〕
　この例は、血管壁に見られる脂肪領域や血栓領域、弾性線維、膠原線維、石灰化領域な
どの各組織が、それぞれの組織性状に応じた硬さをもつという知見に基づき、あらかじめ
、組織の種類ごとの弾性値の頻度分布（ヒストグラム）を取得してデータライブラリで管
理しておき、超音波診断で得られる局所的弾性値ごとに、データライブラリの各組織の弾
性値の頻度分布と照合して、もっとも近い弾性値の頻度分布をもつ組織を求めることで組
織を弁別し、断層像中に組織の種類情報を、たとえばカラーで表示可能にして、課題の解
決を図ったものである。
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　第１図は、本発明を適用した超音波診断システムの概略構成図である。
　第１図において、１は、人体である。２は、体表である。３は、計測対象の動脈などの
血管であり、血管壁の厚さｈ（ｔ）、内腔の径ｄ（ｔ）をもち、運動速度ｖ（ｔ）で振動
している。３ａは、血管の前壁である。３ｂは、血管の後壁である。３ｃは、血管３に生
じているアテロームなどの病変部である。３ｄは、脂肪組織である。３ｅは、血管３の内
腔である。４は、超音波ビームの放射方向を変更して一定範囲を走査可能な超音波プロー
ブである。５は、超音波計測部であり、一定の時間間隔ΔＴで角周波数ω0 の送信信号を
発生して超音波プローブ４を駆動し、超音波ビームを血管３に向けて放射させる。超音波
プローブ４が血管３からの反射波を検出すると、その受信信号を直交検波し、さらにＡ／
Ｄ変換してデジタル信号形式で検波信号を出力する。
　６は、データ解析処理部であり、超音波計測部５から出力されたデジタル信号形式の検
波信号を位相差トラッキング法により解析処理して、血管３の大振幅変位運動の軌跡をト
ラッキングし、その軌跡上で血管壁面や層間の各反射点の微小振動速度を求める。その結
果により、血管壁あるいは各層の厚みの時間変化を算出して、それに基づき血管壁あるい
は各層の組織の弾性率を、分解能により定まる微小領域単位で、高精度に算出し、弾性率
断層像データを生成する。このトラッキングにおいて、血管壁各層の微小振動の変位運動
は、心臓の一拍ごとに元の位置に戻るように、一拍内の変位の累積を零とする制約のもと
で解析されて、画像の安定化が図られる。
　７は、組織同定のための参照基準（一種の辞書）として用いられる弾性データライブラ
リである。弾性データライブラリ７には、あらかじめ入力された参照基準となる各種生体
組織の弾性データ、具体的には、既知の生体組織の種類ごとの弾性値の頻度分布（ヒスト
グラム）データが格納されている。なお、頻度分布データから平均値と分散を算出して、
頻度分布に置き換えて使用することができる。
　８は、組織同定処理部であり、データ解析処理部６が生成した弾性率断層像データの各
点の弾性値について、弾性データライブラリ７から参照基準となる各種生体組織の弾性デ
ータを取り出して照合し、もっとも近い生体組織の種類を弁別して、弾性率断層像の領域
を組織の種類に応じたカラーで表わした電子染色像データを生成する。
　９は、表示装置であり、組織同定処理部８が生成した電子染色像データに基づいて、電
子染色像を表示する。
　１０は、弾性データライブラリ作成処理部であり、データ解析処理部６が生成した弾性
率断層像データのうち参照基準として有効なものについて、あらかじめ作成した病理染色
像と比較することにより、断層像の各局所領域の生体組織の種類を識別して、弾性率断層
像データに生体組織の種類を示す属性データを入力設定する。次に各局所領域の属性デー
タを調べて、生体組織の種類ごとに弾性率の頻度分布をとり、弾性データライブラリ７に
登録する。
　以下、第１図の超音波診断システムの実施の形態について詳述する。
　第２図（ｅ）は、弾性率断層像作成処理の全体フローであり、第１図の超音波計測部５
とデータ解析処理部６により行なわれる従来の処理部分に相当する。第２図（ａ）に示す
ように、超音波プローブを用いて生体の診断対象血管領域を矢印Ｓ方向に走査し、超音波
ビームの１つの走査位置（ビーム位置Ｐ）ごとに超音波パルスを一定間隔で放射して（ス
テップＳ１１）、血管の前壁や後壁、血管内各層境界などからの反射波を収集する（ステ
ップＳ１２）。ステップＳ１１およびステップＳ１２は、超音波計測部５により超音波ビ
ームの位置の各々の走査位置について繰り返される。
　次に、データ解析処理部６により収集した反射波のデータを解析する。まず第２図（ｂ
）に示すように、１つのビーム上の血管壁面と血管内各層境界の各点（○印で示す）につ
いて、その変位波形をそれぞれ算出し、心臓拍動に伴う血管の大振幅運動を追跡するトラ
ッキング処理を行なう（ステップＳ１３）。ステップＳ１３は１つのビーム上の全ての点
について繰り返す。次に、第２図（ａ）の各点の隣り合う点間で、第２図（ｃ）に示すよ
うな厚み変化波形を算出する（ステップＳ１４）。図示の例では、第２図（ｂ）における
内腔の最大ふくらみ時点で、第２図（ｃ）の厚み変化は最大値Ｍａｘを取り、厚みはもっ
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とも薄くなることが示される。このような厚み変化の１拍内最大値を算出し（ステップＳ
１５）、その値と上腕で計測したカフ圧の最大血圧と最小血圧の差とを用いて、局所弾性
率を算出する（ステップＳ１６）。ステップＳ１４～Ｓ１６は全ての点について繰り返す
。１つのビーム走査位置でのすべての隣接点間の層の局所弾性率を算出できたなら（ステ
ップＳ１７）、次のビーム走査位置に移り、ステップＳ１３～Ｓ１７を繰り返し、そこで
同様にすべての隣接点間の層の局所弾性率を算出する。このようにして、すべてのビーム
走査位置で局所弾性率を算出し、第２図（ｄ）に示すような、診断領域の局所弾性率を画
素値あるいはカラー属性で表わした弾性率断層像を算出する（ステップＳ１８）。
　第３図は、弾性データライブラリ作成処理の概要図であり、第１図の弾性データライブ
ラリ作成処理部１０の処理に相当する。弾性データライブラリ作成処理は、組織同定の参
照基準として用いたい適当な生体組織について、その弾性率断層像の領域を組織の種類別
に区分け指定して、組織の種類別に弾性率の頻度分布（ヒストグラム）を算出させ、弾性
データライブラリに登録する処理である。そのため、超音波計測部分、つまり第２図のフ
ローの処理で算出された弾性率断層像を画面に表示し（ステップＳ２１）、別にサンプル
組織について病理染色で特定種類の組織を染色した実際の染色像と比較することにより、
弾性率断層像中の各種類の組織領域を識別して、組織の種類別にその領域指定を行なう（
ステップＳ２２）。第３図の例では、組織の種類は、脂肪領域、血栓領域、弾性線維、膠
原線維、石灰化領域の五つとされる。このようにして、弾性率断層像に必要な組織の種類
別領域を設定した後、各種類別領域ごとに、画素などの分解能領域単位で弾性率の頻度分
布を算出し（ステップＳ２２）、結果を弾性データライブラリに登録する（ステップＳ２
３）。
　第４図は、組織同定処理のフローであり、第１図の組織同定処理部８の処理に相当する
。組織同定処理は、被測定対象生体の弾性率断層像の各点の弾性率ごとに、弾性データラ
イブラリに登録されている各種組織の弾性率頻度分布データを参照して、弾性率をもっと
も近い種類の組織に分類する処理を繰り返すものである。組織同定の数学的手法として、
ここでは、ベイズ決定法（ベイズ分類）を用いている。ベイズ決定法は、統計的推定法の
１つであり、弾性率断層像のある点の弾性率が、どの種類の組織の頻度分布に属する確率
がもっとも高いかを、定義された損失関数の期待値が最小となるように推定する。この推
定法は、パターン認識における最小距離の類似パターンを選択する処理に対応するといえ
る。
　まず、第２図に示す処理により被測定対象生体の弾性率断層像を求める（ステップＳ３
１）。一方、第３図に示す処理により弾性率断層像の算出（ステップＳ３６）に基づいて
作成された弾性データライブラリから、組織の分類候補となる脂肪領域などの５種類の弾
性率頻度分布データを読み出し、それぞれの弾性率頻度分布について平均値と分散を算出
する（ステップＳ３７）。次に、弾性率断層像の各点の弾性率を順次取り出して（ステッ
プＳ３２）、ステップＳ３７において求めた値を用いてベイズ決定処理を行ない（ステッ
プＳ３３）、その弾性率を処理結果の最小距離の組織に分類する（ステップＳ３４）。弾
性率断層像の全ての点について、ステップＳ３２～Ｓ３４を繰り返す。このようにして、
弾性率断層像のすべての点の弾性率が適切な組織に分類され、電子的染色像が生成される
（ステップＳ３５）。
　次に、第５図、第６図、第７図に実際の計測例を示す。
　第５図において、５１～５３は、線維組織の弾性率計測結果の例である。左側の画像５
１は弾性率断層像を示し、５２は線維組織の断層像を示す。右側のグラフ５３は、線維組
織のヒストグラムを示す。また第５図において、５４～５６は、脂肪組織の弾性率計測結
果の例である。左側の画像５４は弾性率断層像を示し、５５は脂肪組織の断層像を示す。
右側のグラフ５６は、脂肪組織のヒストグラムを示す。
　第６図と第７図は、それぞれ、７１歳男性と５２歳男性についての組織の弁別例である
。各図において、６１および７１はＢモード像、６２および７２は弾性率断層像、６３お
よび７３は脂肪組織の断層像、６４および７４は線維組織の断層像、６５および７５は組
織の電子的染色像を示す。
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　〔第２の実施の形態〕
　この例は、血管壁に見られる脂肪領域や血栓領域、弾性線維、膠原線維、石灰化領域な
どの各組織が、それぞれの組織性状に応じた硬さに加えて粘性をもつという知見に基づき
、あらかじめ、組織の種類ごとの弾性値に加えて粘性値の頻度分布（ヒストグラム）を取
得してデータライブラリで管理しておき、超音波診断で得られる局所的弾性値および粘性
値ごとに、データライブラリの各組織の弾性値および粘性値の頻度分布と照合して、もっ
とも近い弾性値および粘性値の頻度分布をもつ組織を求めることで組織を弁別し、断層像
中に組織の種類情報を、たとえばカラーで表示可能にして、課題の解決を図ったものであ
る。
　なお、元々の拍動など生体組織自体の運動や血管内圧力変化の周波数帯域が３０Ｈｚ以
下と低い。このため、拍動など生体組織自体の運動や血管内圧力変化を、組織へ加わる外
力と考える計測は、振幅は大きいが、静的であると考えられてきた。このように静的な場
合、圧力変化の前後での組織の変形量を計測し、（圧力変化）／（歪み）の演算により、
弾性率を算出する必要がある（静的手法）。しかし、実際には、内部に加えられた圧力と
その変化をin vivo （生体内）で計測することは困難である。
　そのため、生体臓器に対して、外部から加振器などを用いて低周波正弦波振動（一般に
単一周波数成分）を加振し、生体内での振動（ずれ弾性）の伝搬速度を計測し、組織の硬
さに関するパラメータを算出する方法が提案されている（外部加振＋動的手法、Jpn J. M
ed Ultrasonics, Vol.16, No.3, pp.221-229, 1989）。この手法では、圧力や圧力変化の
計測が不要となる。しかし、例えば血管壁を加振することを考えると、血管壁全体を曲げ
るような屈曲運振動を励振することは容易であっても、血管壁の外側から中側へと壁を貫
くように振動を伝搬させることは難しい。
　そこで、本発明では、血管内を流れる拍動流の流れの１拍内での時間変化により発生す
る「乱流」や「渦」などの成分が「数ｍｍ／ｓ以下の微小な振幅で、数１０Ｈｚ～数１０
０Ｈｚの広い周波数帯域にわたる成分の振動を、血管壁に励振すること」に着目し、その
壁振動を超音波を用いて高精度に計測し、波形解析することにより、各周波数ｆ毎に生体
内での振動（ずれ弾性波）の伝搬速度と伝搬減衰の算出を可能としている。
　なお、前記「乱流」や「渦」などにより励振された振動は、（１）振幅が小さい（数ｍ
ｍ／ｓ以下）ため、および（２）拍動の到来によって壁の位置が、数ｍｍ程度動くため、
in vivo （生体内）で計測することはできなかった。
　例えば、従来の超音波ドプラ計測法では、血管内腔に設定したある領域（数ｍｍ幅）の
平均的な血流速度を、血流で反射した超音波の周波数解析または相関法により計測してい
た。しかし、血流計測で対象としている速度は、数１０ｃｍ／ｓと血管壁の振動速度の２
桁以上大きい値である。また、瞬時の血流速度の大小は、診断上問題とされるが、得られ
た血流速度の波形については波形解析（周波数数解析）などは行われていない。
　そこで、この例では、先に本発明者が開発した超音波計測法（特願平８－１６３４１８
号、米国特許ＵＳＰ５，８４０，０２８）を採用する。これにより、拍動に伴って発生す
る動脈壁などの微小な振動速度波形を超音波により計測することができる。本発明では、
超音波計測法により、１本の超音波ビーム上で、血管壁内膜側から外膜側にかけて数１０
０ミクロン間隔で設定した複数の点における壁振動波形を同時に計測する。
　第８図は、本発明を適用した他の超音波診断システムの概略構成図である。
　第８図において、超音波診断システムは、第１図の構成において、弾性データライブラ
リ７に代えてデータライブラリ７Ａを備え、弾性データライブラリ作成処理部１０に代え
てデータライブラリ作成処理部１０Ａを備え、更に、加振手段１１を備える。
　データライブラリ７Ａには、前述の弾性データに加えて、あらかじめ入力された参照基
準となる各種生体組織の粘性データ、具体的には、既知の生体組織の種類ごとの粘性値の
頻度分布（ヒストグラム）データが格納されている。
　データライブラリ作成処理部１０Ａは、前述の弾性データに加えて、生体組織の種類ご
との粘性率の頻度分布を登録する。すなわち、データ解析処理部６が生成した粘性率断層
像データのうち参照基準として有効なものについて、あらかじめ作成した病理染色像と比
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較することにより、断層像の各局所領域の生体組織の種類を識別して、粘性率断層像デー
タに生体組織の種類を示す属性データを入力設定する。次に、各局所領域の属性データを
調べて、生体組織の種類ごとに粘性率の頻度分布をとり、データライブラリ７Ａに登録す
る。
　以下、第８図の超音波診断システムの実施の形態について詳述する。なお、以下の説明
において、主として第１の実施の態様との相違点を説明する。
　第２図（ｅ）の処理フローに従って、前述の超音波計測法（米国特許ＵＳＰ５，８４０
，０２８：この明細書において文献として引用される）を用いて、例えば拍動に伴って発
生する動脈壁の微小な振動速度ｖ（ｔ）の波形を計測する（ステップＳ１１～Ｓ１３）。
これにより、１本の超音波ビーム上で、血管壁内膜側から外膜側にかけて数百ミクロン間
隔で設定した副数点における壁振動波形を同時に計測する。振幅は数ｍｍ／ｓ以下であり
、周波数は０Ｈｚから数百Ｈｚまでの帯域である。
　この計測の際、第９図に示すように、血管３の内腔３ｅ内を拍動等に伴うパルス波１１
ａが伝搬して、病変部３ｃの存在により乱流１１ｂまたは渦１１ｃを生じる。この乱流１
１ｂまたは渦１１ｃが振動源となって、前述のように、血管３の壁が振動するので、各点
（白丸）について超音波ビームＢで振動ｖ（ｔ）を計測する。３ｆは血管壁の外膜である
。３ｇは血管壁の内膜である。計測された振動ｖ（ｔ）を第１１図に示す。第１１図は、
４拍分の期間の計測結果を示し、各点が拍動に従って振動していることが判る。
　パルス波１１ａは、例えば拍動によるものであってよい。すなわち、第１０図（ｂ）に
示すように、励起された（血管３の）屈曲運動によって内積変化が生じ、これにより内圧
変化ΔＰ（ｆ）を励起するものであればよい。ここで、ｆは振動源の振動する周波数であ
る。内圧変化ΔＰ（ｆ）がパルス波１１ａとして伝搬する。従って、例えば、計測部位３
ｈ（第１０図参照）への振動は、血管３内を流れる拍動流の流れの１拍内での時間変化に
よって発生する乱流１１ｂまたは渦１１ｃの成分により励振される。
　また、パルス波１１ａは、第１０図（ａ）に示すように、例えば加振手段１１によるも
のであってよい。加振手段１１の周波数ｆでの上下の振動により、内圧変化ΔＰ（ｆ）を
励起する。従って、例えば、計測部位３ｈへの振動は、当該計測部位３ｈから離間した部
分を、経皮的に体外から加えられる振動により励振される。
　更に、第２図（ｅ）のステップＳ１４～Ｓ１６に代えて、各波形を１拍のなかで同じタ
イミングで切り出し、（拡張期に窓をかけて）周波数解析を行なうことによって、内膜側
ｍ点における振動波形ｖｍ（ｔ）から外膜側ｎ点における振動波形ｖｎ（ｔ）への伝達関
数Ｈ（ｆ）を算出する。すなわち、前記周波数解析により、第１２図に示すパワースペク
トルを得る。このパワースペクトルにおける２点間の距離をｄとすると、この振幅｜Ｈ（
ｆ）｜から、これら２点間の伝搬に伴う減衰定数α（ｆ）＝｜Ｈ（ｆ）｜／ｄを算出する
ことができる。また、伝達関数の位相∠Ｈ（ｆ）から、これら２点間の伝搬の位相速度ｖ
（ｆ）＝２πｆ／（∠Ｈ（ｆ）／ｄ）を算出することができる。
　減衰定数α（ｆ）から、第１３図（ａ）に示す減衰に関する断層像を得ることができる
。また、位相速度ｖ（ｆ）から、第１３図（ｂ）に示す位相速度に関する断層像を得るこ
とができる。両者の比較から、１個の病変部３ｃにおいて、減衰に関する断層像に表れる
病変と、位相速度に関する断層像に表れる病変とがあることが判る。
　以上の２個のパラメータから、複素伝搬定数γ（ｆ）＝α（ｆ）＋ｊβ（ｆ）が決定さ
れる。但し、ｊは虚数単位、β（ｆ）＝ω／ｖ（ｆ）、ω＝２πｆである。このγ（ｆ）
は、単位長さの伝搬当たりの減衰がα（ｆ）で、位相回転がβ（ｆ）であることを示して
いる。
　ここで、文献（J. Biomechanics, vol.28, No.10, pp.1145-1154, 1995）によれば、複
素伝搬定数γ（ｆ）は、ずり（またはずれ）弾性定数（剛性率）μとずり粘性定数ηとの
間に、
μ＋ｊωη＝－ρω2 ／γ2 （ｆ）
という関係を有する。この式の右辺の分母に計測した複素伝搬定数γ（ｆ）を代入し、実
数項および虚数項を整理すると、ずり弾性定数μおよびずり粘性定数ηは、
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μ＝－ρω2 （α2 （ｆ）－β2 （ｆ））／Δ
η＝２ρωα（ｆ）β（ｆ）／Δ
のように求まる。但し、
Δ＝（α2 （ｆ）－β2 （ｆ））2 ＋（２α（ｆ）β（ｆ））2 

である。これにより、１つの超音波ビーム上の点ｍと点ｎとの間の微小領域に関するずり
弾性定数μおよびずり粘性定数ηを算出する（ステップＳ１６）。
　以上の計測を、１つの超音波ビーム上において動脈壁内と動脈壁上の病変部内の各点に
関して行なう（ステップＳ１７）。各点は、用いる超音波の波長のオーダ、例えば３７５
ミクロン間隔で設定される。更に、超音波ビームを実時間で血管壁の軸方向に沿って６０
０ミクロン間隔で走査する（第９図参照）。これにより、３７５ミクロン×６００ミクロ
ンの局所領域ごとに、ずり弾性定数μおよびずり粘性定数ηの断層像を抽出する（ステッ
プＳ１８）。
　ずり弾性定数（すなわち、ずり弾性率）μから、第１４図（ａ）に示すずり弾性率に関
する断層像を得ることができる。また、ずり粘性定数（すなわち、ずり粘性率）ηから、
第１４図（ｂ）に示すずり粘性率に関する断層像を得ることができる。第１４図（ａ）の
ずり弾性率に関する断層像は第１３図（ｂ）の位相速度に関する断層像に対応し、第１４
図（ｂ）のずり粘性率に関する断層像は第１３図（ａ）の減衰に関する断層像に対応する
。
　一方、第３図の処理と同様にして、代表的な病変部に関して、あらかじめ、各点に関し
て得られたずり弾性定数μおよびずり粘性定数ηを、病理染色像と比較して、脂肪／血栓
／弾性繊維／膠原繊維／石灰化などの組織の弾性および粘性に関するデータをデータライ
ブラリ７Ａに登録する。この時、第１５図に示すように、縦軸にずり粘性率（Ｐａ・ｓ）
をとり横軸にずり弾性率（Ｐａ）をとった２次元平面上に、各々の組織をマッピングする
ことにより、登録する。このように、弾性特性および粘性特性を用いることにより、２次
元平面上での分類が可能となり、より精度の高いデータライブラリ７Ａを得ることができ
る。例えば、ずり粘性率のみでは区別のつきにくい血栓領域、弾性繊維、膠原繊維、石灰
化領域を区別することができる。また、ずり弾性率のみでは区別のつきにくい脂肪領域と
血栓領域とを区別することができる。
　次に、第４図の処理と同様にして、実際の被測定対象のずり弾性定数μおよびずり粘性
定数ηの断層像を、データライブラリ７Ａを参照することにより、各局所領域ごとに、そ
の組織性状を同定して、電子染色を行なう。これにより、第１６図に示すように、脂肪領
域３ｈ、血栓領域３ｉ、弾性繊維３ｊ、膠原繊維３ｋ、石灰化領域３ｌなどの組織を、電
子染色により画面上で明確に表示することができる。
　なお、以上のようにして求めた粘性データのみに基づいて、第１の実施の形態における
弾性データと同様にして、粘性データから診断対象生体組織の種類を同定するようにして
もよい。
産業上の利用可能性
　本発明によれば、血管病変などの生体組織の超音波診断システムにおいて、超音波診断
画像上で、脂肪領域や血栓領域、弾性線維、膠原線維、石灰化領域などの生体組織の種類
を容易に識別可能となるため、臨床の現場において、従来よりも的確で迅速な非侵襲的診
断を行なうことができる。
　たとえば、従来は非侵襲的には不可能であった、不安定狭心症、急性心筋梗塞、突然死
など急性心血管イベント発症の主原因である粥腫（動脈硬化性プラーク）の破裂の予測が
、本発明により可能となる。
　また、心筋梗塞・脳梗塞などの重篤な循環器疾患の発症は、動脈壁にできる脂質に富ん
だ動脈硬化性プラーク（粥腫）の破綻によって形成された血栓が、血管内腔を閉塞するこ
とに起因すると考えられているが、本発明は、動脈硬化病変部の安定性の非侵襲的評価を
可能にする。
　また、本発明は、コレステロール低下療法の治療効果の評価を可能にする。
【図面の簡単な説明】
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第１図は、本発明による超音波診断システムの概略構成図である。
第２図は、弾性率断層像作成処理の説明図であり、第２図（ａ）は超音波ビームの１つの
走査位置を示し、第２図（ｂ）は変位波形の算出を示し、第２図（ｃ）厚み変化波形を示
し、第２図（ｄ）弾性率断層像を示し、第２図（ｅ）は弾性率断層像作成処理の全体フロ
ーである。
第３図は、弾性データライブラリ作成処理の概要図である。
第４図は、組織同定処理のフローである。
第５図は、線維組織の弾性率の計測結果の図である。
第６図は、組織の弁別（７１歳男性）の例を示す図である。
第７図は、組織の弁別（５２歳男性）の例を示す図である。
第８図は、本発明による他の超音波診断システムの概略構成図である。
第９図は、血管壁に励振される振動の概念図である。
第１０図は、血管壁に励振される振動の概念図である。
第１１図は、血管壁の微小な振動速度ｖ（ｔ）の波形の例を示す図である。
第１２図は、周波数解析によるパワースペクトルの図である。
第１３図は、断層像を示す図であり、第１３図（ａ）は減衰に関する断層像を示し、第１
３図（ｂ）は位相速度に関する断層像を示す。
第１４図は、断層像を示す図であり、第１４図（ａ）はずり弾性率に関する断層像を示し
、第１４図（ｂ）はずり粘性率に関する断層像を示す。
第１５図は、２次元平面上に各々の組織をマッピングしたデータライブラリの例を示す図
である。
第１６図は、電子染色をした断層像の例を示す概念図である。
第１７図は、頚動脈壁粥腫の弾性率分布像を示す図である。

【図１】 【図２】



(11) JP 4057524 B2 2008.3.5

【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(12) JP 4057524 B2 2008.3.5

【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】



(13) JP 4057524 B2 2008.3.5

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】 【図１５】



(14) JP 4057524 B2 2008.3.5

【図１６】

【図１７】



(15) JP 4057524 B2 2008.3.5

フロントページの続き

(56)参考文献  金井浩　他，血管壁組織性状診断・治療システム，超音波医学，（社）日本超音波医学会，２０
              ０１年　４月１５日，第28巻、第3号，J286

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              A61B   8/00



专利名称(译) 超声诊断系统

公开(公告)号 JP4057524B2 公开(公告)日 2008-03-05

申请号 JP2003520400 申请日 2002-08-19

[标]申请(专利权)人(译) 独立行政法人科学技术振兴机构

申请(专利权)人(译) 独立行政法人 科学技术振兴机构

当前申请(专利权)人(译) 独立行政法人科学技术振兴机构

[标]发明人 金井浩
小岩喜郎

发明人 金井 浩
小岩 喜郎

IPC分类号 A61B8/08 A61B5/103

CPC分类号 A61B5/02007 A61B5/441 A61B5/7264 A61B8/0858 A61B8/485

FI分类号 A61B8/08

优先权 2001249398 2001-08-20 JP

其他公开文献 JPWO2003015635A1

外部链接 Espacenet

摘要(译)

在超声诊断中识别活组织的方法中，使用超声以局部微小区域为单位测
量待诊断的活组织的弹性。每种已知类型的活组织的弹性数据由每种类
型的局部微小区域单位的弹性模量频率直方图组成，并由数据库管理。
关于作为测量结果的弹性数据，使用每种类型的已知活组织的弹性数据
来识别待诊断的活组织的类型。

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/c8a8ab91-d91c-4b9e-8e4b-d9301830241d
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/019078405/publication/JP4057524B2?q=JP4057524B2

